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新潟県基幹病院事業財務規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和７年２月21日 

新潟県知事  花 角  英 世 

新潟県規則第１号 

新潟県基幹病院事業財務規則の一部を改正する規則 

新潟県基幹病院事業財務規則（平成21年新潟県規則第56号）の一部を次の表のように改正する。 

（下線部分は改正部分） 

改 正 後 改 正 前 

（支出命令） 

第53条 （略） 

２ 前項の支出決議書は、次に掲げる書類を添付し

なければならない。 

 

(1)～(3) （略） 

 

 

 

 

 

 

第54条 （略） 

 

（支払の方法） 

第55条 会計管理者は、支払をしようとするときは、

直接支払、払込払、送金支払又は口座振替の手続

をしなければならない。 

 

 

第56条 （略） 

 

（払込払） 

第57条 会計管理者は、国、地方公共団体その他公

共団体の機関に対して、当該機関の発した納入に

関する書類により支払をしようとするときは、出

納店に対し、その資金を交付して払込みの手続を

とらせなければならない。 

 

（送金支払） 

第58条 会計管理者は、債権者に送金支払をしよう

とするときは、支払依頼書を添えて出納店にその

資金を交付し、出納店から送金させるものとする。 

 

 

 

 

 

 

（口座振替の方法による支払） 

第59条 （略） 

２ 会計管理者は、前項の申出のあった金融機関の

（支出命令） 

第53条 （略） 

２ 前項の支出決議書は、次に掲げる書類を添付し、

地域医療政策課長を経由して、会計管理者に送付

しなければならない。 
 (1)～(3) （略） 

 

 （支払伝票の発行） 

第54条 地域医療政策課長は、前条第２項各号に掲

げる書類に基づき支払伝票を発行し、会計管理者

に送付しなければならない。 

 

第55条 （略） 

 

（支払の方法） 

第56条 会計管理者は、支払伝票に基づき支払をし

ようとするときは、小切手の振出し、直接支払、

送金支払又は口座振替の手続をしなければならな

い。 

 

第57条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （送金支払） 

第58条 会計管理者は、債権者に送金支払をしよう

とするときは、出納店を受取人とする小切手を振

り出し、小切手振出済通知書、集合支払依頼書及

び債権者に送付すべき送金通知書を添えて出納店

に交付し、出納店から送金させるものとする。こ

の場合において、出納店は、当該小切手振出済通

知書に領収の旨を記載し、返付しなければならな

い。 

 

（口座振替の方法による支払） 

第59条 （略） 

２ 会計管理者は、前項の申出のあった金融機関の
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預金口座に振込みをしようとするときは、支払依

頼書を添えて出納店にその資金を交付し、出納店

から口座振替の方法により支払をさせるものとす

る。 

 

 

 

 

（資金の交付） 

第60条 会計管理者は、前３条の規定により出納店

に資金を交付するときは、支払依頼書を作成し、

資金交付書を交付して行わなければならない。 

 

 

 

２ 会計管理者は、前項の規定により出納店に資金

を交付したときは、資金領収書を提出させなけれ

ばならない。 

 

（小切手等の記載事項の訂正） 

第63条 小切手、小切手振出済通知書、支払依頼書

及び公金振替書（以下「小切手等」という｡)の券

面金額又は首標金額は、訂正してはならない。 

２・３ （略） 

 

（公金振替書による支払） 

第68条 会計管理者は、支払をしようとする場合に

おいて当該支払先が県の他会計であるときは、第

57条の規定による資金の交付に代えて公金振替書

を発行し、これを出納店に交付のうえ、公金を振

り替えることができる。 

２ （略） 

 

（送金事務） 

第97条 出納店は、第58条の規定による支払依頼書

の送付を受けたときは、速やかに債権者に便宜の

方法で支払をしなければならない。 

 

（口座振替事務） 

第98条 出納店は、第59条第２項の規定による支払

依頼書の送付を受けたときは、当該金額を払い出

すとともに、即日指定された金融機関の受取人の

預金口座に振替えの手続を行い、速やかに当該受

取人に対して、口座振替済みの通知をしなければ

ならない。 

 

（有効期間経過後の支払停止） 

第101条 出納店は、直接支払に係る小切手にあって

は、振出日付後１年を経過したときは、その支払

をすることができない。この場合において、出納

店は、提示された小切手の余白に有効期間経過の

預金口座に振込みをしようとするときは、出納店

を受取人とする小切手を振り出し、小切手振出済

通知書、集合支払依頼書及び口座振込通知書を添

えて出納店に交付し、出納店から口座振替の方法

により支払をさせるものとする。この場合におい

て、出納店は、当該小切手振出済通知書に領収の

旨を記載し、返付しなければならない。 

 

（小切手振出等の方法） 

第60条 会計管理者は、出納店に対する小切手、小

切手振出済通知書、集合支払依頼書又は公金振替

書（以下「支払通知書等」という｡)及び債権者に

対する小切手、送金通知書又は支払証は１件ごと

に発行するものとする。ただし、必要があるとき

は、２件以上を合わせて発行することができる。 

 

 

 

 

 （小切手等の記載事項の訂正） 

第63条 小切手、小切手振出済通知書、集合支払依

頼書及び公金振替書（以下「小切手等」という｡)

の券面金額又は首標金額は、訂正してはならない。 

２・３ （略） 

 

（公金振替書による支払） 

第68条 会計管理者は、支払伝票の送付を受けて支

払をしようとする場合において当該支払先が県の

他会計である場合は、第56条の規定による小切手

に代えて公金振替書を発行し、これを出納店に交

付のうえ、公金を振り替えることができる。 

２ （略） 

 

（送金事務） 

第97条 出納店は、第58条の規定による集合支払依

頼書の送付を受けたときは、速やかに債権者に便

宜の方法で支払をしなければならない。 

 

 （口座振替事務） 

第98条 出納店は、第59条第２項の規定による集合

支払依頼書の送付を受けたときは、当該金額を払

い出すとともに、即日指定された金融機関の受取

人の預金口座に振替えの手続を行い、速やかに当

該受取人に対して、口座振替済みの通知をしなけ

ればならない。 

 

 （有効期間経過後の支払停止） 

第101条 出納店は、直接支払に係る小切手及び送金

支払に係る当該支払資金の交付のために振り出し

た小切手にあっては、振出日付後それぞれ１年を

経過したときは、その支払をすることができない。
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旨を記入のうえ、これを提示した者に返さなけれ

ばならない。 

 

 

（準用規定） 

第156条 事業に関する売買、貸借、請負その他の契

約に関しては、法令その他に別段の定めがあるも

ののほか、新潟県財務規則（昭和57年新潟県規則

第10号）第３章の規定を準用する。この場合にお

いて、同章中「契約執行決議書」とあるのは「執

行伺」と、同規則第72条中「施行令第167条の２第

１項第１号」とあるのは「地方公営企業法施行令

（昭和27年政令第403号。以下「政令」という｡)

第21条の13第１項第１号」と、同規則第72条の２

第１項、第73条及び第74条中「施行令第167条の２

第１項第３号及び第４号」とあるのは「政令第21

条の13第１項第３号及び第４号」と、同規則第74

条中「施行令第167条の２第１項第８号」とあるの

は「政令第21条の13第１項第８号」と読み替える

ものとする。 

この場合において、出納店は、提示された小切手

の余白に有効期間経過の旨を記入のうえ、これを

提示した者に返さなければならない。 

 

（準用規定） 

第156条 事業に関する売買、貸借、請負その他の契

約に関しては、法令その他に別段の定めがあるも

ののほか、新潟県財務規則（昭和57年新潟県規則

第10号）第３章の規定を準用する。この場合にお

いて、同章中「契約執行決議書」とあるのは「執

行伺」と、同規則第72条中「施行令第167条の２第

１項第１号」とあるのは「地方公営企業法施行令

（昭和27年政令第403号。以下「政令」という｡)

第21条の14第１項第１号」と、同規則第72条の２

第１項、第73条及び第74条中「施行令第167条の２

第１項第３号及び第４号」とあるのは「政令第21

条の14第１項第３号及び第４号」と、同規則第74

条中「施行令第167条の２第１項第８号」とあるの

は「政令第21条の14第１項第８号」と読み替える

ものとする。 

附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 


